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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 24,530 4.2 660 53.0 649 55.2 312 475.5
22年3月期第2四半期 23,533 15.9 431 623.2 418 526.1 54 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 38.44 ―

22年3月期第2四半期 6.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 20,448 8,405 41.1 1,034.17
22年3月期 18,238 8,273 45.4 1,017.97

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  8,405百万円 22年3月期  8,273百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 18.00 ― 21.00 39.00
23年3月期 ― 20.00

23年3月期 
（予想）

― 22.00 42.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 54,000 7.4 2,000 13.1 2,000 12.6 1,300 44.3 159.95



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信[添付資料]３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  9,359,625株 22年3月期  9,359,625株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  1,232,248株 22年3月期  1,232,248株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  8,127,377株 22年3月期2Q 8,127,660株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日～平成22年９月30日)におけるわが国経済は、新興国向けの輸出拡

大や政府の経済対策効果により持ち直しの兆しも見られましたが、円高の急激な進行や株価の下落など、先行き不

透明な状況が続きました。 

個人消費につきましても、低価格志向・節約志向は依然として根強く、本格的な回復には至りませんでした。 

このような状況のもとで、当社グループでは営業体制の強化をはかり、積極的な事業活動を推し進めてまいりまし

た結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高24,530百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益660百万円

（同53.0％増）、経常利益649百万円（同55.2％増）、四半期純利益312百万円（同475.5％増）となりました。 

なお、セグメント別の業績は次の通りであります。 

  

<レンタル事業>  

主力のダストコントロール商品は、一昨年後半、景気低迷による企業の経費削減などの影響から顧客数が減少し、

特に、事業所数が減少傾向にある業務用市場においては、その後も、厳しい市場環境の影響を受け、低調に推移し

ました。 

家庭用市場については、訪問活動の徹底と販売促進努力により顧客数が回復基調に転じ、概ね順調に推移すること

が出来ました。 

また、害虫駆除関連商品は、キャンペーン効果などにより新規顧客の獲得が順調に進み、売上高は前年同期を上回

りました。 

以上の結果、売上高5,572百万円（前年同期比0.2％増）、営業利益843百万円（同2.1％減）となりました。 

  

<建築コンサルティング事業> 

新商品の投入効果もあり、売上高はやや上向きの傾向にありますが、長引く建築不況に加え、一部ノウハウ商品の

受託販売期間満了などの要因もあり、売上高1,015百万円（前年同期比21.7％減）、営業利益171百万円（同41.1％

減）となりました。 

当第２四半期連結累計期間において、新商品投入に向けた体制づくり、在庫・与信リスクを負わない形の会員工務

店向け建築部材・住設機器販売のアイテム拡大など、収益向上施策に着手しました。 

  

<ボトルウォーター事業> 

テレビＣＭ放映や様々な販売促進活動による「クリクラ」ブランドの認知度向上、代理店数の大幅な増加による販

売網の拡充、さらに夏の猛暑効果がこれに加わり、顧客数が順調に増加した結果、当四半期末の顧客数は、全国

330余の代理店が抱えるお客様を含め32万軒に達し、売上高4,726百万円(前年同期比28.1％増)と伸長しました。 

また、新規代理店開発に伴う経費や販売促進費等、事業規模拡大に向けた積極的な先行費用負担を吸収し、営業利

益163百万円(前年同期営業損失109百万円)を計上しました。 

なお、ＣＳ（お客様満足度）の更なる向上と事業推進体制の強化を目的として、商品企画、代理店開発などの領域

で組織改正を行いました。 

  

<住宅事業> 

売上高は13,216百万円（前年同期比1.8％増）の微増収にとどまり、損益面においては、人員の適正配置等による

経費節減に努めた結果、営業利益24百万円（前年同期営業損失151百万円）と前年同期から大幅に改善しました

が、当四半期の完工・引渡しに繋がる4～5月の受注がやや低調であったため、当初計画を下回りました。 

しかしながら、住宅取得優遇税制、低金利、エコポイント等の政府施策を背景に、各店店長のプレイングマネジャ

ー化による販売体制の強化や移動モデル建設によるエリア深耕策の推進などが奏功し、6月以降の受注は期初目標

を大きく上回り、当第２四半期累計期間における受注棟数は1,150棟（前年同期856棟）、また、受注残は1,050棟

（同881棟）を抱え、通期の収益目標を十分達成出来る見通しにあります。 

なお、甲府市、日立市に新規出店を行い、当第２四半期連結累計期間末の総店舗数は37店舗となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第２四半期連結会計期間末における資産総額は、20,448百万円となり、住宅事業における未成工事支出金等の

増加により前連結会計年度末に比べ2,209百万円増加しました。 

負債総額は、12,043百万円となり、主として、住宅事業における未成工事受入金の増加により前連結会計年度末に

比べ2,078百万円増加しました。 

純資産は、8,405百万円となり、四半期純利益312百万円計上等により利益剰余が増加し、前連結会計年度末に比べ

131百万円増加しました。 

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末に比べ272百万円増加し、

4,146百万円となりました。 

  

営業活動によるキャッシュ・フローは、1,448百万円の増加となりました。これは主に、税金等調整前四半期期純

利益595百万円に加え、未成工事受入金の増加1,397百万円等によるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、577百万円の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得による

支出660百万円等によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、598百万円の減少となりました。これは主に、長期借入金の減少529百万

円、配当金支払170百万円によるものであります。  

   

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当第２四半期の連結業績は、ほぼ期初計画の範囲内で推移しており、現時点におきましては、平成22年5月12日

に公表いたしました業績予想に変更はありません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

 （２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

1．固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用している資産について、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分する方法により算定しております。 

2．一般債権の貸倒見積高の算定方法は、貸倒実績率等が前連結会計年度に算定したものと著しい変化が無いた

め、前連結会計年度に算定した貸倒実績率を使用して長期分割の営業債権を除く一般債権の貸倒見積高を算定

しております。 

3. 債務保証の損失発生実績率等が前連結会計年度に算定したものと著しい変化が無いため、前連結会計年度に算

定した損失発生実績率を使用して債務保証の損失発生見積高を算定しております。 

4．棚卸資産の評価方法に関しては、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行っております。 

5．法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定しておりま 

す。また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関して重要な企業結合や事業分離、業績の著しい好転又は悪

化、その他経営環境に著しい変化が生じ、又は、一時差異等の発生状況について前年度末から大幅な変動があ

ると認められる場合には、繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、財務諸表利用者の判断を誤らせない範

囲において、前年度末の検討において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化又

は大幅な変動による影響を加味したものを使用しております。 

6．経過勘定項目の算定方法は、固定的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少なものについては、合理的な算

定方法による概算額を計上しております。 

7. 連結会社相互間の債権債務及び取引は、取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が乏しい場合は、親会

社の金額に合わせる方法により相殺消去しております。 

  

２．その他の情報
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（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

1. 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は15,566千円減少し、税金等調整前四半期純利益は114,239千円減少してお

ります。なお、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は449,818千円であります。 

2. 四半期連結損益計算書の表示方法の変更 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計

期間では「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

3. 四半期連結キャッシュ・フロー計算書の表示方法の変更 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「役員賞与引当金の増減額（△は減少）」、「債務保証損失引当金の

増減額（△は減少）」、「完成工事補償引当金の増減額（△は減少）」、「破産更生債権等の増減額（△は増

加）」は、前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため「その他」に

含めております。なお、当第２四半期連結累計期間の「役員賞与引当金の増減額（△は減少）」、「債務保証

損失引当金の増減額（△は減少）」、「完成工事補償引当金の増減額（△は減少）」、「破産更生債権等の増

減額（△は増加）」は、それぞれ △8,500千円、494千円、13,408千円、△51,970千円であります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付金の回収による収入」、「敷金及び保証金の回収による収入」

は、前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため「その他」に含めて

おります。なお、当第２四半期連結累計期間の「貸付金の回収による収入」、「敷金及び保証金の回収による

収入」は、それぞれ 3,509千円、29,240千円であります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「リース債務の返済による支出」は、前第２四半期連結累計期間にお

いて区分掲記しておりましたが、重要性が乏しいため「その他」に含めております。なお、当第２四半期連結

累計期間の「リース債務の返済による支出」は、△27,787千円であります。  
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,209,184 3,937,036

受取手形及び売掛金 1,809,617 1,502,694

商品及び製品 629,487 699,171

未成工事支出金 1,534,636 722,425

原材料及び貯蔵品 65,777 60,928

その他 1,759,635 1,426,263

貸倒引当金 △198,308 △225,574

流動資産合計 9,810,030 8,122,946

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,270,728 3,950,651

土地 2,368,632 2,614,473

その他（純額） 832,952 530,068

有形固定資産合計 7,472,314 7,095,193

無形固定資産   

のれん 81,416 95,891

その他 130,685 108,395

無形固定資産合計 212,102 204,287

投資その他の資産   

差入保証金 2,178,274 2,067,939

その他 1,215,205 1,139,973

貸倒引当金 △439,717 △391,979

投資その他の資産合計 2,953,761 2,815,933

固定資産合計 10,638,178 10,115,414

資産合計 20,448,209 18,238,360
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,889,085 2,231,861

未成工事受入金 3,009,221 1,611,778

短期借入金 1,495,800 1,507,400

未払法人税等 354,535 354,087

賞与引当金 607,367 594,172

引当金 128,975 123,573

その他 1,859,536 1,911,194

流動負債合計 10,344,521 8,334,069

固定負債   

長期借入金 893,750 1,282,750

資産除去債務 456,683 －

その他 348,198 348,122

固定負債合計 1,698,631 1,630,872

負債合計 12,043,153 9,964,941

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 794,220 794,220

利益剰余金 6,499,198 6,357,460

自己株式 △1,661,337 △1,661,337

株主資本合計 9,632,081 9,490,343

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 19,467 29,568

土地再評価差額金 △1,246,493 △1,246,493

評価・換算差額等合計 △1,227,025 △1,216,924

純資産合計 8,405,055 8,273,418

負債純資産合計 20,448,209 18,238,360
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 23,533,351 24,530,606

売上原価 14,393,290 14,962,284

売上総利益 9,140,061 9,568,321

販売費及び一般管理費 8,708,597 8,908,254

営業利益 431,463 660,067

営業外収益   

受取利息 2,533 8,519

受取配当金 10,214 7,977

受取地代家賃 5,652 6,200

受取手数料 8,555 5,704

その他 12,994 22,548

営業外収益合計 39,950 50,950

営業外費用   

支払利息 30,559 28,303

減価償却費 6,461 5,893

その他 15,744 27,077

営業外費用合計 52,764 61,274

経常利益 418,649 649,743

特別利益   

固定資産売却益 － 32,000

営業権譲渡益 － 8,600

投資有価証券売却益 － 10,753

特別利益合計 － 51,353

特別損失   

固定資産処分損 90,181 6,733

リース解約損 38,570 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 98,673

特別損失合計 128,752 105,407

税金等調整前四半期純利益 289,896 595,689

法人税、住民税及び事業税 334,058 325,272

法人税等調整額 △98,448 △41,995

法人税等合計 235,610 283,276

少数株主損益調整前四半期純利益 － 312,413

四半期純利益 54,286 312,413
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 289,896 595,689

減価償却費 258,467 305,641

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 98,673

のれん償却額 22,400 14,475

固定資産処分損益（△は益） 90,181 6,733

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） － △10,753

貸倒引当金の増減額（△は減少） 218,105 20,473

賞与引当金の増減額（△は減少） 24,957 13,195

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,700 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △11,548 －

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 15,919 －

受取利息及び受取配当金 △12,748 △16,496

支払利息 30,559 28,303

有形固定資産売却損益（△は益） － △32,000

売上債権の増減額（△は増加） △501,297 △306,923

破産更生債権等の増減額（△は増加） △71,566 －

たな卸資産の増減額（△は増加） △163,294 △747,374

仕入債務の増減額（△は減少） △190,864 657,224

未成工事受入金の増減額（△は減少） 382,586 1,397,442

未払消費税等の増減額（△は減少） △30,507 △33,406

その他 35,427 △179,988

小計 390,375 1,810,908

利息及び配当金の受取額 13,271 16,573

利息の支払額 △30,136 △23,765

法人税等の支払額 △219,507 △354,822

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,003 1,448,894

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △60,600 △213,000

定期預金の払戻による収入 61,100 163,000

有形固定資産の取得による支出 △743,051 △660,032

有形固定資産の売却による収入 312,900 336,000

無形固定資産の取得による支出 △36,915 △34,308

投資有価証券の取得による支出 － △29,530

投資有価証券の売却による収入 － 24,893

貸付けによる支出 △2,500 －

貸付金の回収による収入 1,532 －

差入保証金の差入による支出 △19,092 △167,149

敷金及び保証金の回収による収入 48,784 －

その他 △3,922 2,232

投資活動によるキャッシュ・フロー △441,764 △577,894
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △314,800 129,100

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △212,650 △529,700

リース債務の返済による支出 △13,225 －

自己株式の取得による支出 △245 －

配当金の支払額 △162,673 △170,465

その他 － △27,787

財務活動によるキャッシュ・フロー △503,593 △598,852

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △791,354 272,148

現金及び現金同等物の期首残高 3,675,994 3,874,036

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,884,640 4,146,184
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該当事項はありません。 

  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日）                    （単位：千円） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は製品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品及び役務 

レンタル事業……………………ダストコントロール商品 

建築コンサルティング事業……建築関連ノウハウ商品及びコンサルティング業務 

ボトルウォーター事業…………ボトルウォーター（ミネラルウォーター） 

住宅事業…………………………注文住宅の建築請負 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第２四半期連結累計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないた

め該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

 前第２四半期連結累計期間において、海外売上がないため該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

レンタル事業 
建築コンサルテ

ィング事業 

ボトルウォータ

ー事業 
住宅事業 計 消去又は全社 連結 

売上高               

(1)
外部顧客に対する売上

高 
 5,562,321   1,296,864  3,688,377   12,985,789   23,533,351 －   23,533,351

(2)
セグメント間の内部売

上高又は振替高 
  264 －   258 －   523   △523 － 

 計   5,562,585   1,296,864   3,688,635   12,985,789   23,533,875   △523   23,533,351

  
営業利益又は営業 

損失(△) 
  860,889   290,306   △109,842   △151,767   889,586   △458,122   431,463
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 〔セグメント情報〕 

   １．報告セグメントの概要 

 当社のセグメント情報は、当社構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、当社グループが営む事業について、製品・サービスの種類別及び市場の類似性を考慮し、「レンタル

事業」、「建築コンサルティング事業」、「ボトルウォーター事業」、「住宅事業」の4つに区分し、報告セ

グメントとしております。  

各セグメントを所管する「レンタル事業本部」、「建築コンサルティング事業本部」、「クリクラ事業本

部」、「住宅事業本部」が各々の事業戦略を立案し、事業活動を展開しております。  

各報告セグメントの主な事業内容は次のとおりであります。 

 （１）レンタル事業 

    ダストコントロール商品のレンタル・販売及び害虫駆除器のレンタル 

 （２）建築コンサルティング事業 

    中小工務店に対する建築関連ノウハウ商品及び建築部材の販売、コンサルティング業務 

 （３）ボトルウォーター事業 

    ボトルウォーター(ミネラルウォーター)の製造・販売 

 （４）住宅事業 

    戸建注文住宅の建築請負 

  

    ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）          （単位：千円）

（注）１. セグメント利益又は損失の調整額△542,365千円には、セグメント間取引消去・その他調整額35,198千 

     円、各報告セグメントに配分していない全社費用△577,563千円が含まれております。全社費用は、主に 

     報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

   ２. セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21 年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント

調整額 
（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ レンタル事業 
建築コンサ

ルティング

事業 

ボトルウォー

ター事業 
住宅事業 計

売上高               

外部顧客への売上高  5,572,210  1,015,190  4,726,305   13,216,899  24,530,606  －  24,530,606

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 219  －  124     －  344  △344  －

計  5,572,430  1,015,190  4,726,429   13,216,899  24,530,950  △344  24,530,606

セグメント利益又は損

失（△) 
 843,172  171,016  163,859   24,383  1,202,432  △542,365  660,067

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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 受注の状況 

  

  

４．補足情報

  

セグメントの名称 

受注高（千円） 受注残高（千円） 

当第２四半期 前第２四半期 当第２四半期 前第２四半期 

平成22年4月１日～ 

平成22年9月30日 

平成21年4月１日～ 

平成21年9月30日 
平成22年9月30日現在 平成21年9月30日現在

住宅事業 16,975,200  12,606,598   15,060,559  13,422,927
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